
大規模営農の効率化を支援する！

農作業のスケジューリングを支援するシステムの開発

環境地質本部 地質研究所道総研 産業技術研究本部 工業試験場

背 景

成 果

期待される効果

経常研究

・本道でも離農が急速に進んでおり、農地集積によって営農規模が拡大しています。
・営農規模の拡大によって、農作業スケジュールの効率化が営農コストに大きく影響します。

・道内大規模営農者の収益性向上によって、競争力の高い持続可能な農業に貢献します。

・道内情報処理産業の、農業分野に向けた新製品開発力向上に貢献します。

共同研究機関：（中央農業試験場）

システムの実行画面例

■ 大規模営農者の農作業スケジュール作成を大幅に簡易化
■ 道内IT企業に技術移転を開始しており、事業化を検討中

・各種機械の諸元・作付け量
・過去の作業履歴など

入力
情報

営農コストの削減
収益の向上

農作業
スケジュール

作成支援システム
（WEBアプリ）

トラクタにGPSロ
ガーを装着

随時修正

リスケジューリングのための解析機能
上：圃場内走行と圃場外走行の分別

下：圃場における単位作業毎の作業能率の推定

圃場

圃場内走行

圃場外走行

0.50 – 1.00

1.00 – 1.50

圃場作業能率（ha/h

0.50 – 1.00

1.00 – 1.50

1.50 – 2.00

2.00 – 2.50

2.50 – 3.00

圃場作業能率（ha/h）

作業機：カラット 作業種別：耕起

理論作業量：1.65 ha/h

圃場作業能率(平均): 1.32 ha/h

北海道農政部「農業機械導入計画策定の手引き」

大規模営農者向け農作業スケジュール作成支援システムを開発

いつ・どこで
実作業？

作業能率は
良いか？

作業実施

解析
結果

走行軌跡
データ

・最適化された作業スケジュール
・各種機械数量の最適化

自動
生成

リスケジューリング

作業計画が
一目で分かる

スケジューリングを簡便に！
作業状況を適時に反映したい！

営農コストの削減！

＜ニーズ＞

・作業履歴データ
・作業能率推定データ
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冷却なし

水道水（24℃，26.62cc/秒）

冷却水（ 5℃，27.8cc/秒）

測温点： 製作物表面下 5mm

冷却条件：

１
金属３D造型機による「内水冷式金型」の試作と有効性検証

道総研 産業技術研究本部 工業試験場

背 景

成 果

期待される効果

共同研究機関：国立大学法人室蘭工業大学、株式会社サカイ技研

重点研究

「内水冷式金型」の実用化に向けて

・本道でも金属３D造型機の導入・活用によって金型製造技術の革新を目指す企業が登場しています。
・プラスチック射出成型品の歩留り・生産性向上を図る、「内水冷式金型」の実用化に向けた基盤技術の確立が急務です。

・道内金型事業者の市場競争力の向上と受注拡大に貢献します。
・道内プラスチック射出成形品事業者の競争力強化に貢献します。

工試に導入している金属３D造型機
LUMEX Avance-25

松浦機械製作所製

冷却時間短縮

生産性の向上

CAD設計モデル

● 内水冷式金型の利用効果

金属３D造形による金型製造技術の確立

２

マルエージング鋼粉末によ
る金属３D造形のための造
形条件指標データの取得

ワックス模型成形品

■ 内水冷式金型は冷却時間を1／2に大幅短縮、生産性を向上

● 従来の「水冷式金型」

●３D造型機でつくる「内水冷式金型」

積層造形の様子 試作金型外観

水冷管

金型基盤

緻密造形

多孔質造形

金型基盤

水冷管

レ
ー
ザ
光
ス
ポ
ッ
ト
径
（
D
）
に
よ
る

緻
密
造
形
・
多
孔
質
造
形
の
使
い
分
け

■ 内水冷式金型作製に必要な
造形ノウハウを蓄積

D=φ0.3mm

緻密な組織：緻密造形

D=φ0.1mm

空隙あり：多孔質造形
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小豆粉の課題

背 景

成 果

期待される効果

協力機関：北海道東部農産物移輸出協同組合、日糧製パン(株)、(株)ツカモトミルズ、(株)奈良機械製作所、(株)セイシン企業、(株)丸勝

小豆粉で北海道産小豆の用途拡大！

パン、クッキー etc に使える小豆粉の開発

・小豆の生産量は、あん製品の消費低迷や用途の少なさから減少しています。
・道内生産者や菓子メーカー等では様々なニーズから小豆粉への期待が高まっています。

・様々な製品に利用可能な実用性の高い小豆粉で道産小豆の需要拡大に貢献します。
・製粉企業の小豆粉製造と、製菓・製パン企業の小豆粉製品開発・販売で小豆粉フードチェーンの形成に貢献します。

３ 製菓・製パン事業者から高評価

■ 小豆の特長(色・香り)

を活かしたこれまでに
ない小豆粉を製造

■ パン・スポンジケーキ用途 : 小豆粉Cが良好
■ クッキー用途

小豆粉A：サクサクタイプ
小豆粉C：ハードタイプ

■ 「様々な製品に利用可能」「実用性が高い」など高
評価を得た

■ 数社において商品化を検討中

1 外皮のざらつきを
抑え食感を向上

2 小豆ならではの色
味を活かす

道総研 食品加工研究センター・工業試験
場

重点研究

粉の大きさを変えること
で食感の調整が可能

小豆の新規用途・需要拡大！
北海道の地域性や機能性のアピール！

粉の保存性や使い勝手に期待！

＜ニーズ＞

１
加工適性の高い小豆粉が製造できる「２段階製粉
法」

２ 製品種ごとに小豆粉の適性を確認

試作品：パン 試作品：クッキー

ロールケーキ どら焼き
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①
②

③

④
⑤

⑦
⑧

⑨ ⑥

部位1：①、③、⑦、⑨の平均値
部位2：②、④、⑥、⑧の平均値
部位3：⑤の平均値

現行製品
使用菌株

・海外産に引けを取らない香り豊かな熟成生ハム製品の市場投入で、道産畜産物の消費拡大に貢献します。
・塩漬作業の高効率化で、生産力拡大と人材不足に貢献します。

熟成生ハムの香りと生産性をアップ！

背 景

成 果

期待される効果

・香り豊かな本格的な北海道産熟成生ハムのニーズが高まっています。
・一本針を用いた手作業での塩漬は手間と時間を要するため、効率化が求められています。

環境地質本部 地質研究所環境地質本部 地質研究所道総研 産業技術研究本部 食品加工研究センター

１
食品加工研究センター保有菌株から熟成生ハム
の香りを増強する2菌株を選抜しました

２
ニードルレスインジェクター導入で塩漬工程の
作業効率が2倍に向上します

共同研究機関：札幌バルナバフーズ株式会社、株式会社ASCe

液体注入方法
肉塊中の
成分分布

推定
作業時間※

インジェクター 均一 45分

一本針（従来法） 均一 90分

※豚ロース肉60本に対して肉重量比5%の液体
を注入するのにかかる作業時間

ニードルレスインジェクターと一本針の液体注入特性

菌株No.120 菌株
No.168

No.120

接種品

インジェクター

一本針

（写真と模式図）

選抜菌株を接種した豚挽肉の香り成分

独自菌株による熟成生ハムの高品質化とニードルレスインジェクターによる高効率生産技術の開発

0.5

1.5

2.5

3.5

部位１ 部位２ 部位３

塩
分

濃
度

（
%

）

インジェクター 一本針

スペイン産 イタリア産

熟成生ハム試作品と海外産生ハムの香り成
分

特徴的な香り成分
の生ハム製造が可
能

作業効率が２倍に向
上

一本針と同等の液体注入性
能

海外産生ハムと同等以
上の香り成分量を実現

重点研究
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環境地質本部 地質研究所道総研 環境・地質研究本部 環境科学研究センター

家庭からのCO2排出量削減のために

住宅の建て方や建築時期、世帯の人数（世帯タイプ）の違いによる家庭からのCO2排出量を見える化しました。

背 景

成 果

期待される効果

経常研究

・北海道は一人当たりのCO2排出量が全国平均の1.1倍であり、家庭からの排出が約25％を占める。(全国：約15％)

・家庭からのCO2排出量削減対策の検討には、市町村ごとのCO2排出量や排出特性のデータが必要。
⇒市町村によって世帯タイプが大きく異なる。⇒これらを考慮した排出量データを推計しました。

×

③家庭からのCO2排出量の世帯あたりの平均値の推計

世
帯
タ
イ
プ
別
推
計

温
暖
化
対
策
効
果
の
推
計
へ排出量推計シス

テムの精度向上

対策別の削減量
算定手法の確立

各世帯タイプのCO2排出原
単位を算出

② CO2排出原単位
の算出

住宅の建て方（戸建て・集合住
宅）、建築時期、世帯人数別の世
帯数を各市区町村別に統計データ
と計算から推計

市
区
町
村
別
に
世
帯

平
均
値
を
計
算

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく、CO2等の排出量削減に向けた実行計画の策定
など、市町村等における温暖化対策の施策を検討するために必要な基礎データとして活用できま
す。

① 住宅の建て方などの違い
による世帯数を推計

【東神楽町の場合】
6.18t-CO2/世帯/年

戸建て

(94％)

集合住宅(75％)

【札幌市中央区の場合】
3.22t-CO2/世帯/年

（建築時期：2005～2010）

同じ４人以上の世帯で
も集合住宅と戸建てで
は、1.5倍の違い

【４人以上の世帯の場
合】

集合住宅 戸建て

C
O

2
排

出
量

原
単

位
（

t-
C

O
2
/
世

帯
/
年

）

4.9

7.51.5倍
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環境地質本部 地質研究所森林管理者が行う
効果的なエゾシカ対策のために

背 景

成 果

重点研究道総研 環境・地質研究本部 環境科学研究センター

・エゾシカによる農林業被害額は約4６億円（H2６年度)と甚大であり、森林や湿原生態系に及ぼす影響が著しい。
・主要な生息地の森林において、森林管理者が効果的捕獲を可能とする調査・計画・対策手法の検討が必要

・銃とワナを組み合わせた効果的な捕獲手法を確立、「手引き」により森林管理者のシカ管理技術向上を図りま
す。
・北海道エゾシカ管理計画に活用し、森林管理者が行う捕獲事業により管理目標の達成に寄与します。
共同研究機関：林業試験場・酪農学園大学

期待される効果 複数頭の同時捕獲が可能

開発した小型囲いワナ（幅2×長さ4×高さ2.7m）

自動落下扉

踏板
体重計

飛び出し
防止ネット

トリガー

餌箱

森林影響評価・シカ密度推定法の確立、GISによる捕獲適地の抽出、効果的な捕獲技術の開発

① 森林影響評価
対策が必要な森林の抽出

② 密度推定法
捕獲場所選定・動向把握が可能

③ 捕獲適地抽出
捕獲可能エリアの抽出

④ 捕獲技術開発
カリング*が可能

事前調査・計画策定

＊カリング：森林管理者が被害防止のために
計画的に行う許可捕獲のこと

対策の実施

① 稚樹や草本類の食痕率を
用いた影響評価手法を確立

② 森林単位のシカの個体数推定
と増減傾向の把握手法を確立

③ GISによる銃とワナの捕獲
適地抽出 → 効率的で
計画的な捕獲が可能に

④ 移設が容易で捕獲効率が 高
いワナを開発

効率が10倍

新型ワナの開発
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十勝岳における火山災害軽減のために

火山活動を的確に把握することにより、火山災害の軽減を図る

道総研 環境・地質研究本部 地質研究
所

背 景

成 果

・継続的な温泉観測によって、噴火へと向かう火山活動の活発化を捉えることが可能となる。
・気象庁*が噴火警戒レベルを適切に設定する際に活用され、周辺住民や登山者への防災対策に役立てられる。

共同研究機関：北海道大学

重点研究

・2006年から火口域が40cm以上膨張し、2011～13年に吹上温泉で成分濃度に変化
・しかし、これらの変化が直接的に火山活動の活発化と関連性があるのかは不明

⇒ その関連性を明らかにするためには、火山の内部構造と熱水の流れの把握が必要

*：札幌管区気象台は本研究の協力機関で、地質研究所と連携協定を締結してい
る

●明らかになった火山の内部構造と熱水の流れ

温泉成分濃度の変化と火山活動変化の相関を確認
⇒ 火山活動の評価に温泉観測が有効

◎多項目の調査手法を用いて、火山の内部構造と熱水の流れを明らかにし、火山活動の評価を行った

期待される効果

＜火口域の膨張＞
・火口の閉塞が原因
⇒活動の活発化ではない

＜マグマ性熱水＞
・マグマから分離した熱水
・高温、高NaCl濃度

マグマ性熱水の継続的な供
給
⇒ 温泉の成分濃度の上昇

マグマ性熱水供給量の低下
⇒ 温泉成分濃度低下

単発的なマグマ性熱
水の供給
⇒ 一時的な成分濃
度の上昇

＜熱水だまり＞
・火山ガスが地下浅

部で凝縮して形成
・硫酸成分に富む
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環境地質本部 地質研究所
道総研 環境・地質研究本部 地質研究

所温泉・観光＋地熱のまちづくりへ

背 景

成 果

受託研究

新たな地熱資源を探し、地域活性化につなげる （有珠山西麓地域）

期待される効果

電磁探査を広範囲・高密度に実施
⇒地下構造解析を行い断面図を作成（右

図）

・2013年、金比羅火口群（2000年噴火で形成）近傍で地熱資源開発に成功 （地熱井KH-1：130℃、400L/min）
⇒地質研究所は掘削地点選定のアドバイス、周辺源泉への影響評価、等の協力を行った

・洞爺湖町「温泉の無い有珠山西麓～本町地域で、地熱資源による地域振興を進めたい」⇒地質研に調査を依頼

地熱資源はどこに、どのように存在しているか？ 地表調査開始！

地熱井KH-1

金比羅火口群

★

北有珠1号井

• KH-1と同じ起源の熱水が
存在する可能性あり！

• 開発検討対象ゾーンが明
らかになった！

※ただし、温泉地との共生を
考慮し、KH-1に悪影響を及

ぼさないようにすべき

洞爺湖町は、地熱資源を
活用した発電・熱水利用
（温泉、農業ハウス等）を検
討している企業に 本成果
を提供

開発検討対象ゾーンが明らかになり、地熱資源の有効活用にむけた効果的検討が進められている

⇒ 地熱利用を柱とした「洞爺湖町まちづくり総合計画」の実現に大きく寄与する

開発対象
ゾーン

洞爺湖

洞爺湖町本
町

西山

有珠山西麓～本町地域
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3月の
ハウス内
日射量

183
MJ/m2

183
MJ/m2

146
MJ/m2

（20%減）

171
MJ/m2

（7%減）

保温
カー
テン

昼間

カーテン
なし

常時
カーテン

閉鎖

カーテン上12℃超で開放

夜間

背 景

成 果

構築した解析手法はハウスの運用改善や作型検討、保温・蓄熱方法等の技術開発に活用されます。

環境地質本部 地質研究所 経常研究

・農業用ハウスでは、栽培時期の拡大や暖房コストの削減が課題です。
・ハウス内の温度と暖房コストを予測する手法は確立されていません。

１ ハウスの各種運用を考慮できる解析手法の構築

加温時の暖房コストや無加温時の室温を予測

2 暖房コスト削減方法の提案

植物の育成に必要な日射を確保しつつ、暖房コ
ストを削減する保温カーテンの使用方法が明ら
かとなった。

道総研 建築研究本部 北方建築総合研究所

協力機関：花･野菜技術センター

カーテン
開放

カーテン
閉鎖

技
術
開
発
や
運
用
改
善
へ
の
活
用

栽培時期を長く、暖房費も抑えられる農業用ハウスの運用方法

期待される効果

時々刻々の温度や熱の流れの内訳を計算する手法を構築

床面積 ：240m2

計算地点：旭川市
使用期間：3～10月
灯油単価：80円/L

保温カーテン

カーテン
閉鎖

カーテン
開放

カーテン
閉鎖

 温度やカーテン・窓の開放の条件を自由に設定可能

 無加温時の室温挙動も予測可能

 植物からの蒸発散による熱移動を考慮可能

蒸発散

日射 被覆貫流

凝縮

換気
暖房

地面の熱

解析で扱う熱の流れ

51%減

70%減

カーテン
閉鎖

74%減

暖房設定
昼間：18℃
夜間：12℃

0

50

灯
油

代
万

円
／

年

暖房コストは低減し
たが日射不足

暖房コストを低減し
つつ日射確保

いちご栽培を想定
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北
海
道
で
初
め
て
高
精
度
な
被
害
予
測

北海道の耐震性能を
考慮した計算方法を
新たに構築

道内で起こる地震の被害を高い精度で予測する

環境地質本部 地質研究所道総研 建築研究本部 北方建築総合研究所

背 景

成 果

期待される効果

北海道の地震対策における減災目標の検討や、耐震改修促進計画などの防災計画の立案に活用されています。

地震被害予測結果は、データとして市町村に提供され、防災計画の検討に活用されます。
※ 津波被害予測結果は、今後、道における津波浸水想定の見直しを踏まえた修正を行い、データとして道から市町村に提供される予定です。

共同研究機関：地質研究所 協力機関：北海道総務部危機対策局危機対策課

道受託研究

・自治体が減災目標を策定するため、被害の規模や分布を想定する被害予測が必要です。
・北海道には、詳細なデータに基づいた高い精度の被害予測がありません。

被害予測と防災マップ作成２

被害計算用データの構築

被害計算方法の構
築

震 度

建
物

被
害

率
%

5        6  7

100

0

50

全国

北海道

地震被害予測

被害計算用データと計算方法の構築１

被害率は全国平均に
比べ約1～２割減

被害予測項目 予測結果

震度 最大震度７

建物被害
全壊棟数 2万３千棟

半壊棟数 4万３千棟

火災被害 焼失棟数 600棟

人的被害

死者数 １千人

負傷者数 1万９千人

避難者数 47万３千人

ライ
フラ
イン

上水道管被害 4千箇所

断水人口 102万４千人

下水道管被害 600km

交通 道路被害 200箇所

木造住家棟数

防災マップ例（月寒断層・木造住家倒壊）

全市町村の資料を収集
し、これまでにない詳
細なデータ※を構築

津波被害予測 防災マップ例（津波浸水開始時間）

沿岸市町村を対象に建物・人的
被害の予測を実施

防災対策上優先度が高い全道54地
震を選定し、被害予測を実施

地震の発生位置

到達が遅い

到達が早い

北海道の被害予測の対象地震（５４地震）

国土地理院の電子地形図
25000『十勝・釧路』を使用

被害棟数
※ 建物（用途･構造･建築年）

人口（年齢）
水道管（管種･管径）
道路（延長）
橋梁（橋長･架設年）

建物耐震化等による
人的被害の軽減効果を算出

被害予測例（月寒断層）

今後10年間の耐震化の進捗による死者低減効果は２～４割

※具体的な被害発生箇所を特定
するものではありません
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家族・親族を
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N=421

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500円/月まで 1000円/月まで

1000円/月以上 払いたくない
N=494
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13時台

14時台

15時台

16時台

17時台

18時台

19時台

移動人数町内の移動人数

バス運行時間帯

南富良野町で考える地域の生活交通のあり方

環境地質本部 地質研究所道総研 建築研究本部 北方建築総合研究所

背 景

成 果

期待される効果

経常研究

・人口減少等の著しい南富良野町では、地域生活交通の利用者減少による
負のスパイラルにより、交通弱者の移動手段の確保は難しい状況です。

・住民との協働による地域生活交通を検討する必要があります。

1 2住民との協働による地域生活交通の提案

人口減少の著しい地域において、公共負担の少ない地域生活交通の形成が可能になります。

地域生活交通の新たな可能性の検討

赤字削減

利用者減少

高くて不便

減便
運賃値上げ

地域生活交通の
負のスパイラル

可
能
性
を
検
証

①住民の外出実態を把
握

②住民の支援金拠出の
可能性を検証

③住民同士で送迎を行う「相乗り」の可能性を検証

 町内移動について、住民ニーズに
対応できていない時間帯がある  地域生活交通の維持のために

支援金を拠出する可能性がある

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運転しても良い

利用したい

N=501
31%

37%

 住民同士で送迎を行う「相乗
り」の導入可能性がある

 家族・親族間での送迎が多い

相乗り

デマンドバス等

乗換え

②住民が地域生活交通
の支援金を拠出する

富良野市

南富良野町

①住民のニーズに
合わせてダイヤ
を改定する

③住民同士で送迎して、
域内の地域生活交通
を補完する

支援金

支援金

道内全市町村調査と現地へのヒアリング調査から、住民との
協働による地域生活交通のあり方を南富良野町で考えると・・・

相乗り・支援金支払い等で現行施策(デマンドバス等)を補完し、利便性を高める

今後は、南富良野町を対象に、住民との協働による地域生活
交通の具体的な提案を行う
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